宮崎産業保健推進センター

この規程（例）は、医療機関等の実施するリワーク支援を活用した場合において、事業所が「メンタルヘルス不調者の休職及び職場復帰に関する規程」を作成する際の「ひな型（たたき台）」として作成したものであり、内容的には「荒削り」なものであります。社内でよく検討した上で、当規程の内容を加除修正し、貴社の実態に合った規程を作成して下さい。

メンタルヘルス不調者に係る休職及び職場復帰に関する規程（例）

第１章　総則

第１条（目的）

１　本規程は、従業員（パート従業員、契約従業員・・・を除く。以下同じ。）のメンタルヘルス不調に係る休職及び職場復帰に関する取扱いについて定める。

２　本規程は、メンタルヘルス不調に対し早期かつ適切に対応すること及び適正な職場復帰を図ること等によって、全ての従業員の心の健康及び雇用の安定等を確保することを目的とする。

３　労使双方は、前項の目的を達成するために協力するものとする。

第２条（適用の範囲）
１　従業員の業務外の傷病（以下、私傷病という。）による休職のうち、メンタルヘルス不調ついて、本規程を適用する。

２　本規定の担当部署は○○部○○課とする。

第２章　休職等に関する定め

第３条（受診の勧奨等）

１　従業員が、私傷病によるメンタルヘルス不調により、以下①から⑧に該当するおそれがあるとき、会社は、産業医等との面談、医療機関の受診、主治医の休職に関する意見の記載された診断書の提出を勧奨することができる。

①勤務成績又は業務能率が著しく不良で、就業に適さないとき

②勤務状況が著しく不良で、従業員としての職責を果たし得ないとき

③精神又は身体の障害により業務に耐えられないとき

④正当な理由なく無断でしばしば遅刻、早退又は欠勤を繰り返すとき

⑤正当な理由なく、しばしば業務上の指示・命令に従わなかったとき

⑥素行不良で著しく社内の秩序又は風紀を乱したとき

⑦直近の1ヶ月間における欠勤が通算して20日に達したとき
⑧その他、メンタルヘルス不調による業務上の支障が認められるとき

２　前項において、会社は、メンタルヘルス推進担当者等との面談を命じることができる。
３　従業員が、前項による勧奨に応じない場合には、就業規則の定めに基づき、解雇等の手続きを開始する場合がある。

第４条（休職の発令等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　従業員が、私傷病によるメンタルヘルス不調を原因として、所属長に休職を申し出たとき及び前条第1項により主治医の休職が必要である旨の診断書が提出されたときは、会社は休職を命ずることができる。

２　前項の申出において、従業員は、休職が必要な旨の記載のある医師による診断書を所属長に提出しなければならない。診断書には、休職期間の見込みが記載されていなければならない。

３　第１項の申出が行われた場合、会社は人事労務管理者等との面談を命じることができる。
第５条（休職期間の延長等）

１　従業員が休職期間の延長を申し出た場合は、会社は休職期間の延長を認めることができる。

２　前項の場合、従業員は、休職見込み期間の記載された医師の診断書を所属長に提出しなければならない。

３　第1項の申出があった場合、会社は、メンタルヘルス推進担当者等との面談を命じることができる。
第６条（休職期間等）

１　同一の私傷病による休職の期間は、次のとおりとする。
	勤続年数
	休職期間（最長）

	勤続○年未満
	○年○ヶ月

	勤続○年以上○年未満
	○年○ヶ月

	勤続○年以上
	○年○ヶ月


２　職場復帰してから○月以内に同種の私傷病によるメンタルヘルス不調により再び休職した場合は、その前後の休職期間は通算する。

３　第1項による休職期間は、勤続年数に算入しない。

４　休職期間中は、賃金を支給しない。
５　第４条第１項により休職し、第１項の休職期間が満了しても、就業が困難な場合は、休職期間の満了をもって退職とする。
第７条（窓口）

休職している従業員（以下、休職者という。）及びその家族並びに主治医等との連絡窓口は、○○部に設ける。
第８条（リワーク支援の利用）

１　休職者について、主治医が職場復帰のための活動を開始することを了解した場合は、医療機関等の実施するリワーク支援を利用することができる。

なお、休職者のリワーク支援に関する同意が得られなかった場合は、リワーク支援は実施しない。

２　医療機関等の実施するリワーク支援の一環として職場でのリハビリや通勤訓練等を行うことができる。この場合、賃金（交通費を含む　除く。）は支給しない。

第３章　職場復帰に関する定め

第９条（職場復帰委員会）

１　会社は、休職者の職場復帰にあたって、職場復帰の適切な判定並びに休職者の円滑な職場復帰等を目的として、職場復帰委員会を設置する。

２　職場復帰委員会は、休職者の職場復帰の可否の判定、職場復帰支援プランの作成等の業務を行う。　　　　　　　　　　

３　会社は、休職者の職場復帰の決定に当たって、職場復帰委員会の意見を聴かなければならない。

第１０条（職場復帰委員会の運営及び構成）

１　職場復帰委員会は、関係部長、関係課長、所属長、産業医、人事労務担当者、メンタルヘルス推進担当者、安全衛生担当者の中から、○○部長が選任し、その運営は、○○部長において行う。

２　職場復帰委員会の事務局は、○○部内に置く。

第１１条（職場復帰の手続きの開始）
１　職場復帰の手続きは、次の場合に開始する。

一　休職者が医師による職場復帰可能であるとの診断書を提出して所属長に申し出たとき

二　休職者について第6条第1項に定める休職期間が満了するとき
三　休職者が休職期間が経過したに関わらず、休職期間の延長を申し出ないとき

四　休職者が休職期間の延長を申し出たに関わらず、医師による休職が必要である旨の診断書を提出しないとき

五　休職者が申し出た休職の延長を認めないとき

六　その他会社が本規程に基づき必要であると判断したとき

２　前項により職場復帰の手続きを開始するときは、会社は速やかに，以下の事項について決定する。
一　職場復帰の手続きの対象者（以下、復帰対象者という。）に関する情報の収集方法等（情報の内容は別表参照）

①　主治医からの情報

②　リワーク支援を実施した医療機関等からの情報

③　試し出勤の実施の有無

④　産業医からの情報

⑤　担当者による職場復帰対象者との面談

⑥　担当者による職場復帰対象者の所属長との面談

二　情報の収集時期
第１２条（試し出勤）
１　会社は、復帰対象者に対し、職場復帰の手続きの開始から職場復帰の可否の判断を行うまでの間に○日の範囲内で試し出勤を命じることができる。

なお、会社は、主治医に運転の可否について確認し、主治医が自動車の運転を危険であるとした場合は自動車による通勤は認めない。
２　試し出勤は、原則として元の職場で行い、労働時間の短縮、仕事上の配慮など、本来の業務からの軽減を行うことができる。
３　試し出勤中の賃金は、就業規則の定めるところにより支給する。
第１３条（情報の収集）

１　会社は、第１１条により職場復帰の手続きを開始した場合には、復帰対象者対し、以下の確認を行う。
一　職場復帰の意思の確認

二　健康情報収集に係る職場復帰対象者の同意の確認

２　会社は、前項第二号に定める復帰対象者の同意が得られた範囲内において、健康情報を収集する。

３　収集した健康情報は、○○部○○課において集中して管理する。

第１４条（職場復帰の判定等）

１　会社は、健康情報の収集後、職場復帰委員会を開催し、以下の事項について審議を行う。

一　職場復帰対象者との面談の結果、その他の収集した健康情報に対する評価・検討

二　職場復帰の可否についての判断

三　元の職場からの異動、業務の変更等の必要性及び可否についての判断
四　職場復帰が可と判断された場合、職場復帰支援プランの内容等の決定
２　職場復帰委員会は、職場復帰の判定に際しては、「職場復帰判定評価票」を作成する。

３　職場復帰委員会が、職場復帰を可とする判定を行ったときは、会社は職場復帰委員会の決定事項に基づき、復帰対象者の就労条件等を定めた「職場復帰支援プラン」を作成する。

なお、職場復帰支援プランには、職場復帰後の就業上の配慮及び配慮期間等を記載する。

４　職場復帰の可否の判断基準は次のとおりとする。

一　職場復帰に対し十分な意欲を示していること

二　通勤時間帯に一人で安全に通勤できること

三　所定の勤務日、勤務時間に就労が継続して可能であること

四　業務に必要な作業ができること

五　適切な睡眠覚醒リズムが整っており、昼間に眠気がないこと

六　業務遂行に必要な注意力・集中力が回復していること

５　職場復帰後の就労条件（賃金を含む。以下、同じ。）については、就業規則に基づき変更することができる。

第１５条（職場復帰の決定）

１　会社は、前条の職場復帰委員会の決定事項及び主治医の職場復帰に関する意見書並びにリワーク支援実施医療機関等の職場復帰に関する意見書等を確認し、速やかに、職場復帰の可否及び職場復帰支援プランについて決定し、復帰対象者に通知する。

２　会社は、職場復帰に際し、必要と認める場合は、主治医に対して、職場復帰後の就労等の配慮に関する情報の提供を行う。
第１６条（職場復帰後の就業上の配慮等）

　　会社は、職場復帰後、以下のとおり、就業上の配慮を行うことができる。この期間は必要に応じ延長できる。

	配慮業務
	配慮期間

	1.短時間勤務
	○ヵ月

	軽作業や定型業務への従事
	○ヵ月

	3.残業・深夜作業の禁止
	○ヵ月

	出張制限（顧客との交渉、トラブル処理、宿泊出張）
	○ヵ月

	業務制限（危険作業、高所作業、窓口業務、苦情処理等）
	○ヵ月

	その他（○○○○　　　　　　　　　　　　　　　）
	○ヵ月


第１７条（職場復帰後のフォローアップについて）

１　会社は、前条の配慮を行っている間、職場復帰した従業員（以下、復帰者という。）に対し、定期的にメンタルヘルス推進担当者等の面談を行うことができる。

２　面談においては、以下のことを行う。

一　心の不調の兆候、新しい問題の発生等の有無の確認

二　勤務状況及び業務遂行能力の確認

三　職場復帰支援プランの実施状況の確認

四　治療状況の確認

３　会社は、職場復帰後一定期間を置いて、復帰者の勤務状況、職場適応力、業務遂行能力等の再評価を行い、その結果、必要を認めれば復帰者の就労条件等の見直しを行う。なお、就労条件等の見直しを行う場合には、必要に応じ、復帰者の同意を得た上で、主治医から健康情報を収集する。

第１８条（プライバシーの保護）

　　職務上、他の従業員の個人情報を取り扱い、又は知り得る者は、その情報を、上司又は権限のある者からの指示なく、他に漏らしてはならない。

第１９条（主治医・家族等との連携）

１　主治医、家族その他社外の者からの情報収集又は情報提供は、原則として本人の同意を得てこれを行う。

２　主治医、家族その他社外の者からの情報収集に当たっては、その使用目的に同意を得た上で行い、その目的以外に使用しない。

３　会社は、主治医との情報交換等から得た情報については、社内の各部署が必要とする範囲で適切に集約・整理して伝える。

別表

１　復帰対象者の状態等

（１）治療状況及び病状の回復状況の確認

①　今後の通院治療の要否及び治療状況についての概要

②　業務遂行（自動車の運転を含む）に影響を及ぼす症状や薬の副作用の有無

③　休職中の生活状況

④　その他職場復帰に関して考慮すべき問題点など

（２）業務遂行能力について

①　勤務が可能な睡眠覚醒リズムの有無

②　昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む。）

③　注意力・集中力の程度

④　安全な通勤の可否

⑤　日常生活における業務と類似した行為の遂行状況と、それによる疲労の回復具合（読書やコンピュータ操作が一定の時間集中してできること、軽度の運動ができること等）

⑥　その他家事・育児、趣味活動等の実施状況など

（３）今後の就業に関する労働者の考え

①　希望する復帰先

②　希望する就業上の配慮の内容や期間

③　その他管理監督者、人事労務管理スタッフ、事業場内産業保健スタッフに対する意見や希望（職場の問題点の改善や勤務体制の変更、健康管理上の支援方法など）

（４）家族からの情報

可能であれば、必要に応じて家庭での状態（病状の改善の程度、食事・睡眠・飲酒等の生活習慣など）についての情報

２　職場環境等

（１）業務及び職場との適合性

①　業務と復帰対象者の能力及び意欲･関心との適合性

②　職場の同僚や管理監督者との人間関係など

（２）作業管理や作業環境管理

①　業務量（作業時間、作業密度など）や質（要求度、困難度など）等の作業管理の状況

②　作業環境の維持・管理の状況

③　業務量の時期的な変動や、不測の事態に対する対応の状況

④　職場復帰時に求められる業務遂行能力の程度（自動車の運転等危険を伴う業務の場合は投薬等による影響にも留意する。）

（３）職場側による支援準備状況

①　復帰者を支える職場の雰囲気やメンタルヘルスに関する理解の程度

②　実施可能な就業上の配慮（業務内容や業務量の変更、就業制限等）

③　実施可能な人事労務管理上の配慮（配置転換･異動、勤務制度の変更等）

メンタルヘルス不調者に係る休職及び職場復帰に関する規程の運用について(例）

管理者（課長）；総務課長等　　管理者（部長）；総務部長等

人事労務担当者；労務関係担当者等

メンタルヘルス推進担当者等；衛生関係担当者（保健師、看護士、衛生管理者、メンタルヘルス推進担当者等）
１　受診等の勧奨（第3条第１項）

医療機関の受診等の勧奨に該当するか否かの判断

①　所属長は、メンタルヘルス不調に係る情報を把握した時は、管理者（課長）に報告する。人事労務担当者は、管理者（課長）の指示により、メンタルヘルス推進担当者等にストレスチェック票（別添様式第１号）に基づく面談を行うよう通知する。
②　メンタルヘルス推進担当者等は、ストレスチェック票に基づく面談を実施し、その結果を管理者（課長）に報告する。

③　ストレスチェックにおいて要チェックであった場合には、管理者（課長）は、産業医の面談の実施を人事労務担当者に指示する。

　人事労務担当者は、管理者（課長）の指示により日程調整等を行うものとする。産業医の面談結果については、メンタルヘルス推進担当者等が産業医に確認の上、その内容等を管理者（課長）に報告する。

④　管理者（部長）は、管理者（課長）の報告（ストレスチェック結果、産業医の面談結果）に基づき、医療機関の受診の勧奨の可否の判断を行う。

　医療機関の受診の勧奨は、管理者（部長）が、該当者に通知する。

　なお、該当者への医療機関の紹介は、管理者（課長）の指示により人事労務担当者が行うものとする。
⑤　該当者は、勧奨による受診の結果について、管理者（課長）に報告するものとする。管理者（部長）は、該当者の受診結果（管理者（課長）報告）に基づいて、休職に係る意見の記載された医師の診断書の提出の勧奨(提出先は管理者（課長））について検討する。診断書の提出の勧奨は、管理者（部長）が、該当者に通知する。
前記（１）の勧奨に応じない場合（第3条第2項）

①　管理者（課長）は前記（１）の状況について管理者（部長）に報告する。

②　医療機関の受診又は休職の申出の勧奨に応じない場合は、管理者（部長）は、担当部署に就業規則に基づく解雇に係る手続き等を開始するか否かの検討を行なうよう指示する。

２　休職の発令等（第4条）

第4条第1項に該当するか否かの判断及び休職命令の発令

①　休職の申出（別添様式第2号）があった場合には、所属長は管理者（課長）に報告する。

②　人事労務担当者は、管理者（課長）の指示により、休職見込期間の記載された診断書の提出の有無を確認し、提出されていない場合は、該当者又はその家族に休職見込期間の記載された診断書を所属長に提出するよう通知する。

③　休職見込期間の記載された診断書（第3条の診断書の提出の勧奨等による場合を含む。）が提出された場合、特段の事由がない限り、休職を認めるものとする。
④　特段の事由（診断書の記載内容その他から判断）が認められる場合は、管理者（課長）は、メンタルヘルス推進担当者等又は産業医による面談の必要性の判断を行い、必要な場合は、人事労務担当者は、その旨、メンタルヘルス推進担当者等に通知する。

　メンタルヘルス推進担当者等による面談結果については、実施後、その内容等を管理者（課長）に報告する。

　なお、産業医との面談を行う場合は、人事労務担当者が日程調整等を行うものとする。産業医の面談結果については、メンタルヘルス推進担当者等が産業医に確認の上、その内容等を管理者（課長）に報告する。

　管理者（部長）は、管理者（課長）の報告（診断書の内容及びメンタルヘルス推進担当者等又は産業医による面談結果等）に基づき、休職命令の可否の判断を行い、その結果について、所属長及び該当者に通知する。

休職命令後の対応
①　休職命令発令後、管理者（課長）の指示により、人事労務担当者は、該当者又はその家族と面談し、休職中の連絡方法、傷病手当金、休職期間、休職期間の延長手続き、リワーク支援の手続き等について説明する。

②　休職命令発令後、メンタルヘルス推進担当者等は、管理者（課長）の指示により、主治医と面談し、職場復帰の判断基準（第14条第4項）及びリワーク支援の活用（第8条）並びに復職の準備活動が可能となった場合の連絡について説明するとともに、定期的に主治医と連絡を取り、復職の準備活動の可否等の確認を行い、その内容を管理者（課長）に報告する。

診断書の提出に応じない場合の処理

　該当者が診断書の提出に応じない場合は、管理者（部長）は、管理者（課長）の報告に基づき、休職を認めるか否かの判断を行うもとするが、この場合、該当者の所属長の意見を確認するものとする。

　判断結果については、管理者（部長）が該当者等に通知する。

３　休職期間の延長（第5条）

①　該当者から、休職期間の延長が必要である旨の記載された医師による診断書が所属長に提出された場合は、所属長は管理者（課長）に報告する。

　なお、人事労務担当者は、管理者（課長）の指示に基づき、休職見込期間を超えたに関わらず、休職期間の延長の申出がない場合は、該当者又はその家族に対し、休職の延長又は職場復帰の申出を行うように通知する。

②　主治医の休職が必要な旨の診断書が提出された場合は、特段の事由がない限り、管理者（部長）は、管理者（課長）の報告に基づき休職の延長を認めるものとする。

　なお、休職期間（最長期間）の満了時に休職の延長届けが提出された場合は、管理者（部長）は、職場復帰の手続きの開始を決定する。
③　特段の事由（休職が長期化している場合など）が認められる場合は、管理者（課長）は、メンタルヘルス推進担当者等又は産業医との面談の必要性の判断を行う。

　必要な場合は、管理者（課長）の指示により、人事労務担当者がメンタルヘルス推進担当者等に通知する。メンタルヘルス推進担当者等は、面談後、その結果を管理者（課長）に報告する。

　なお、産業医との面談を行う場合は、管理者（課長）の指示により、人事労務担当者が日程調整等を行い、関係者（該当者、産業医、メンタルヘルス推進担当者等）に通知する。産業医の面談結果については、メンタルヘルス推進担当者等が産業医に確認の上、その内容等を管理者（課長）に報告する。

　管理者（部長）は、管理者（課長）の報告（診断書及びメンタルヘルス推進担当者等との面談結果等）に基づき、休職期間の延期の可否の判断を行い、その結果について、所属長及び該当者に通知する。

　なお、延長を認めない判断をする場合には、管理者（部長）は、管理者（課長）又はメンタルヘルス推進担当者等に産業医及び主治医の意見を確認させるものとする。
④　延長を認めないとき及び休職期間の延長の申出がないとき並びに診断書の提出に応じないときは、管理者（課長）の報告に基づき、管理者（部長）は、職場復帰の手続きの開始の決定を行行う。
４　休職期間等（第6条）
①　休職期間（最長期間）の満了日のおおむね1月前に、管理者（課長）は、該当者に対し、職場復帰の申出について説明する。
②　休職期間（最長期間）が満了しても、職場復帰の申出がない場合には、管理者（課長）の報告に基づき、管理者（部長）は、職場復帰の手続きの開始の決定を行う。

④　職場復帰委員会において、休職期間が満了しても就業が困難であると判断したときは、管理者（部長）は、退職の手続きの開始を決定し、その旨を該当者に通知するとともに、担当部署に退職に係る手続きの開始を指示する。

５　休職期間の相談窓口（第7条）

　該当者、その家族、主治医等との窓口は、○○部○○課とし、相談結果等の取りまとめは、人事労務担当者が行い、月1回、管理者（課長）に報告する。

６　リワーク支援の利用（第8条）

主治医の職場復帰の活動が可能との判断がなされた場合は、原則として医療機関等の実施するリワーク支援を活用するものとする。

メンタルヘルス推進担当者等は、主治医に職場復帰におけるリワーク支援の必要性及び職場復帰可能日などを確認し、管理者（課長）に報告する。

メンタルヘルス推進担当者等は、管理者（課長）の指示に基づき、リワーク支援について該当者及び主治医に説明し了解を得るとともに、リワーク支援実施医療機関等に相談し、該当者に係るリワーク支援を開始する。医療機関等との連絡はメンタルヘルス推進担当者等が担当する。

なお、リワーク支援を行う場合は、原則として、試し出勤は行わない。

また、該当者の了解が得られなかった場合は、リワーク支援は行わないこととする。

検討すべき課題　⇒　リワーク支援の費用の負担をどのようにするか？
７　復職委員会の設置（第10条）

①　復職委員会の会長は管理者（部長）とする。

②　職場復帰委員会の構成員は、管理者（部長）、管理者（課長）、（産業医）、職場復帰対象者の所属長、人事労務担当者、メンタルヘルス推進担当者等とする。
③　職場復帰委員会は○○部○○課に設置し、開催日時等の調整及び資料の作成等は管理者（課長）の指示により人事労務担当者が行う。

８　職場復帰の手続きの開始（第11条、第13条）

①　職場復帰の手続きは、下記により開始する。

一　休職している従業員が、医師による職場復帰が可能であるとの診断書を提出して、所属長に職場復帰を別添様式第3号により申し出たとき
二　休職している従業員について第6条第1項に定める休職期間が満了するとき
三　休職している従業員が休職期間が経過したに関わらず、休職期間の延長を申し出ないとき

四　休職している従業員が休職期間の延長を申し出たに関わらす、医師による休職が必要であるとの診断書を提出しないとき

五　休職している従業員が申し出た休職期間の延長を認めないとき

六　その他会社が本規程に基づき必要であると判断したとき
②　前記①の一のとき、所属長は、その旨を管理者（課長）に報告する。管理者（部長）は、管理者（課長）の報告、提出された診断書に基づき、職場復帰の手続きの開始を決定し、その旨を該当者に通知する。

③　前記①の二から五のとき、管理者（部長）は、管理者（課長）の経過等に係る報告に基づき、職場復帰の手続きの開始を決定し、その旨を該当者に通知する。

③　リワーク支援を実施していない場合を含め、管理者（課長）は、管理者（部長）と協議の上、試し出勤の実施の可否や実施部署（原則、休職前の部署）等に関する決定を行い、その結果について、該当者及び実施部署の所属長並びにメンタルヘルス推進担当者等に通知する。

④　試し出勤の実施を決定した場合、管理者（部長）は担当部署に試し出勤に係る就労条件（賃金の支払いを含む。）の検討を指示する。
９　試し出勤（第12条）

①　試し出勤の内容については、管理者（課長）が、主治医の意見（管理者（課長）の指示によりメンタルヘルス推進担当者等が聴取する。）を聴いた上で、メンタルヘルス推進担当者等、産業医、実施部署の所属長等と協議して決定し、実施部署の所属長のもとで試し出勤を実施する。

②　試し出勤において確認する事項

・　勤務（勤務時間；午前○時～午後○時）が可能な睡眠覚醒リズムの有無

・　昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む）

・　自動車、公共交通機関、徒歩（通勤方法を選択）による安全な通勤の可否

・　業務に集中できる時間

・　ウォーキング等軽度の運動の可否

・　職場復帰への意欲の有無

・　業務と労働者の能力及び意欲･関心との適合性
・　職場の同僚や管理者との人間関係
10　情報の収集（第11条、第13条）

①　管理者（課長）は、主治医からの情報収集、試し出勤に係る情報収集、該当者との面談による情報収集、収集した情報の取りまとめ等について担当者、大まかな時期、第１回の職場復帰委員会の開催時期等について決定する。

具体的な情報収集については、以下のとおりとする。

・　管理者（課長）は、該当者から職場復帰の意思の確認を行う。

・　管理者（課長）は、該当者から主治医からの情報収集の同意を得るとともに、職場復帰に関する情報提供依頼書（別添様式第4号）に同意の署名又は記名押印を要請する。同意が得られた場合には、人事労務担当者は、管理者（課長）の指示により、主治医に職場復帰に関する情報提供依頼書（別添様式第4号）により情報の提供を依頼する。メンタルヘルス推進担当者等は、管理者（課長）の指示（必要性は管理者（課長）が判断する。）に基づき、主治医に面談し報告書（別添様式第4号の2）を作成し、管理者（課長）に提出する。

なお、諸般の事情を考慮し、主治医との面談報告書（別添様式第4号の2）のみとすることもできる。
・　管理者（課長）は、該当者からリワーク支援実施医療機関等からの情報収集の同意を得るとともに、職場復帰に関する情報提供依頼書（別添様式第5号）に同意の署名又は記名押印を要請する。同意が得られた場合には、人事労務担当者は、管理者（課長）の指示により、リワーク支援実施医療機関等に対し職場復帰に関する情報提供依頼書（別添様式第5号）により情報の提供を依頼する。人事労務担当者は、リワーク支援実施医療機関等からの回答について、管理者（課長）に報告する。メンタルヘルス推進担当者等は、管理者（課長）の指示（必要性は管理者（課長）が判断する。）に基づき、リワーク支援実施医療機関等の担当者に面談し報告書（別添様式第5号の2）を作成し、管理者（課長）に提出する。

なお、諸般の事情を考慮し、リワーク支援実施医療機関等の担当者との面談報告書（別添様式第5号の2）のみとすることもできる。
・　試し出勤の結果については、メンタルヘルス推進担当者等が実施部署の所属長との面談等に基づき報告書（別添様式第6号）を作成し、管理者（課長）に提出する。

・　人事労務担当者は、産業医に主治医からの情報、リワーク支援実施医療機関等からの情報、試し出勤結果の報告書等を示し、該当者に対する面談を要請する。産業医の面談結果については、産業医に意見書（別添様式第7号）の提出を要請する。

　なお、産業医との面談については、人事労務担当者が日程調整等を行う。
・　メンタルヘルス推進担当者等は、前記情報を参考に、該当者に面談し、別添様式第8号を作成し、管理者（課長）に提出する。

・　人事労務担当者は、前記情報を参考に、該当者及び職場復帰部署の所属長に面談し、別添様式第9号を作成する。

②　前記①に基づく情報については、人事労務担当者が取りまとめ、「労働者の状態等に関する評価表」（別添様式第10号）を作成し、基礎資料(原本）とともに、管理者（課長）に提出する。　

③　管理者（部長）は、収集した情報等の状況に係る管理者（課長）の報告に基づき第１回職場復帰委員会の開催を最終決定し、人事労務担当者は、管理者（課長）の指示により、日程等の調整を行うとともに、必要な資料の準備及び報告内容の整理を行う。

④　情報の収集に関し、該当者が同意しないときは、管理者（課長）は、情報収集の必要性を説明し同意を促す。

　なお、該当者の同意が得られない場合においては、収集できた資料に基づき、職場復帰の可否の判断を行うこととし、職場復帰支援プランは収集できた資料の範囲で作成する。

11　職場復帰の判定等（第14条）

①　職場復帰委員会においては、「労働者の状態等に関する評価表」及び担当者等の説明に基づき、職場復帰の可否の判断及び職場の異動の必要性の判断を行い、委員会後に人事労務担当者は「職場復帰判定評価表」（別添様式第11号）を作成し管理者（課長）に報告する。

なお、職場復帰の判断基準は以下のとおりとする。

一　職場復帰に対し十分な意欲を示していること

二　通勤時間帯に一人で安全に通勤できること

三　所定の勤務日、勤務時間に就労が継続して可能であること

四　業務に必要な作業ができること

五　適切な睡眠覚醒リズムが整っており、昼間に眠気がないこと

六　業務遂行に必要な注意力・集中力が回復していること

②　職場復帰が可と判断された場合は、管理者（課長）の指示により、人事労務担当者が職場復帰後の配慮事項に関する主治医及び産業医の意見、リワーク支援に基づく結果等を報告し、職場復帰委員会において、必要な業務上の配慮事項（配慮期間を含む。）を決定する。

　なお、就業上の配慮期間については、下記の範囲内とする。
	配慮業務
	最長配慮期間

	1.短時間勤務
	○ヵ月

	軽作業や定型業務への従事
	○ヵ月

	3.残業・深夜作業の禁止
	○ヵ月

	出張制限（県内出張、県外出張、日帰り出張、宿泊出張等）
	○ヵ月

	業務制限（危険作業、高所作業、自動車等の運転等）
	○ヵ月

	その他（窓口業務、顧客との交渉、苦情処理、トラブル処理等）
	○ヵ月


12　職場復帰支援プランの作成（第14条）

①　人事労務担当者は、管理者（課長）の指示により、職場復帰委員会の決定事項に基づき、職場復帰支援プラン(別添様式第12号）を作成し、管理者（課長）に報告する。

なお、職場復帰支援プランには、就業上の配慮期間を記載する。

②　管理者（課長）は「職場復帰判定評価表」及び「職場復帰支援プラン」を管理者（部長）に報告する。

13　職場復帰の決定（第15条）

①　管理者（部長）は、職場復帰委員会の審議結果及びその他の情報等に基づき職場復帰の可否及び職場復帰支援プランについて決定し、管理者（課長）に通知する。

②　職場復帰の可否の判断については、管理者（部長）が、該当者に通知する。

③　職場復帰を可と判断した場合は、人事労務担当者は、管理者（課長）の指示に基づき、管理者（部長）の決定結果（職場復帰支援プラン、職場復帰予定日等）を該当者、所属長、メンタルヘルス推進担当者等に通知する。

④　職場復帰を可とした場合、管理者（部長）は担当部署に就労条件（賃金の支払いを含む。）の検討を指示する。

⑤　職場復帰を否と判断した場合は、人事労務担当者が、管理者（課長）の指示に基づき、所属長、メンタルヘルス推進担当者等に通知する。

管理者（課長）が、該当者に休職期間の延長の申出を行うように指示する。
⑥　職場復帰を否と判断した場合で、第6条第1項で定める休職期間が満了する場合は、管理者（部長）は退職の手続きの開始を決定し、その旨を担当部署及び該当者に通知する。

14　職場復帰後の就業上の配慮等(第16条）
①　所属長は、管理者（課長）、メンタルヘルス推進担当者等、人事労務担当者と連携し、職場復帰支援プランに基づき、就業上の配慮に努める。

　なお、就業上の配慮期間については延長することが可能である。

②　人事労務担当者は、管理者（課長）の指示に基づき、主治医に対して、「職場復帰及び就業措置に関する情報提供書」（別添様式第13号）を作成し送付する。
15　復職後のフォローアップ（第17条）
①　管理者（課長）は、業務上の配慮を行っている間、職場復帰支援プランに基づき、職場復帰者に対し、メンタルヘルス推進担当者等（又は産業医）との面談を指示することができる。なお、所属長から不調が認められる旨の報告があった場合及び勤務時間等に関する配慮期間が所定期間を超える場合は、メンタルヘルス推進担当者等又は産業医との面談を実施するものとする。
　この場合、日程調整等は、人事労務担当者が行う。

　面談においては、以下の点を確認する。

一　心の不調の兆候、新しい問題の発生等の有無の確認

二　勤務状況及び業務遂行能力の確認

三　職場復帰支援プランの実施状況の確認

四　治療状況の確認

五　配慮期間が長期になっている理由（配慮期間が所定期間を超える場合）
②　メンタルヘルス推進担当者等の面談結果については、メンタルヘルス推進担当者等が報告書（任意）を作成し、管理者（課長）に報告する。

③　産業医の面談に係る報告書（任意）については、メンタルヘルス推進担当者等が作成し、管理者（課長）に報告する。

④　管理者（部長）は、管理者（課長）の報告（産業医の面談結果、メンタルヘルス推進担当者等の面談等）に基づき、職場復帰支援プランの見直し（業務上の配慮期間の延長等を含む。）を行うか否かの判断を行う。行う場合は、管理者（部長）は、管理者（課長）に対し見直しの指示を行う。
　なお、休職が必要と判断されるような場合は、該当者にその旨を説明した上で、第3条に基づき、休職に関する意見の記載された医師による診断書の提出を勧奨する。

16　職場復帰支援プランの見直し（第17条）
①　職場復帰支援プランの見直しを行う場合は、必要に応じ、管理者（課長）は、該当者から主治医からの情報収集の同意を得るとともに、職場復帰に関する情報提供依頼書（別添様式第4号）に同意の署名又は記名押印を要請する。同意が得られた場合には、人事労務担当者は、管理者（課長）の指示に基づき、主治医に職場復帰に関する情報提供依頼書により情報の提供を依頼する。メンタルヘルス推進担当者等は、管理者（課長）の指示（必要性は管理者（課長）が判断する。）に基づき、主治医に面談し報告書（別添様式第4号の2）を作成し、管理者（課長）に提出する。

②　職場復帰支援プランの見直しについては、メンタルヘルス推進担当者等と人事労務担当者が所属長の意見を聴いた上で原案を作成し、管理者（課長）に報告する。管理者（部長）は、管理者（課長）の報告に基づき、職場復帰支援プランの変更を決定し、人事労務担当者は管理者（課長）の指示により、その内容を所属長及び該当者並びにメンタルヘルス推進担当者等に通知する。

③　職場復帰支援プランを変更する場合、管理者（部長）は担当部署に就労条件（賃金の支払いを含む。）の検討を指示する。

17　就労条件等の見直し（第17条）

①就業上の配慮期間終了後に、管理者（課長）は、所属長、メンタルヘルス推進担当者等、人事労務担当者等の意見を聴いた上で、該当者の勤務状況、職場適応力、業務遂行能力等の評価を行い、管理者（部長）に報告する。管理者（部長）は、管理者（課長）の報告に基づき、該当者の就労条件等の見直しを行うか否かの判断をする。
②管理者（部長）は、前記①の結果、必要を認めれば、該当者の就労条件等の見直しの検討を担当部署に指示する。

18　プライバシーの保護（第18条）
職務上、他の従業員の個人情報を取り扱い、又は知り得る者は、その情報を、上司又は権限のある者からの指示なく、他に漏らしてはならない。
19　主治医・家族等との連携（第19条）
①　主治医、家族その他社外の者からの情報収集又は情報提供は、原則として本人の同意を得てこれを行う。

②　主治医、家族その他社外の者からの情報収集に当たっては、その使用目的に同意を得た上で行い、その目的以外には使用しない。

③　主治医との情報交換は、原則として○○部○○課において行う。主治医から得た情報については、社内の各部署が必要とする範囲で適切に集約・整理して伝える。
様式第１号（その１）
職業性ストレス簡易調査票Ａ
最近１ヵ月のあなたの状態についてうかがいます。

	心理的ストレス反応（Ａ１）

	１
	活気がわいてくる
	はい
	いいえ

	２
	元気がいっぱいだ
	はい
	いいえ

	３
	生き生きする
	はい
	いいえ

	４
	怒りを感じる
	はい
	いいえ

	５
	内心腹立たしい
	はい
	いいえ

	６
	イライラしている
	はい
	いいえ

	７
	ひどく疲れた
	はい
	いいえ

	８
	へとへとだ
	はい
	いいえ

	９
	だるい
	はい
	いいえ

	１０
	気が張りつめている
	はい
	いいえ

	１１
	不安だ
	はい
	いいえ

	１２
	落着かない
	はい
	いいえ

	１３
	ゆううつだ
	はい
	いいえ

	１４
	何をするのも面倒だ
	はい
	いいえ

	１５
	物事に集中できない
	はい
	いいえ

	１６
	気分が晴れない
	はい
	いいえ

	１７
	仕事が手につかない
	はい
	いいえ

	１８
	悲しいと感じる
	はい
	いいえ

	身体的ストレス反応（Ａ２）

	１９
	めまいがする
	はい
	いいえ

	２０
	体のふしぶしが痛む
	はい
	いいえ

	２１
	頭が重かったり頭痛がする
	はい
	いいえ

	２２
	首筋や肩がこる
	はい
	いいえ

	２３
	腰が痛い
	はい
	いいえ

	２４
	目が疲れる
	はい
	いいえ

	２５
	動悸や息切れがする
	はい
	いいえ

	２６
	胃腸の具合が悪い
	はい
	いいえ

	２７
	食欲がない
	はい
	いいえ

	２８
	便秘や下痢をする
	はい
	いいえ

	２９
	よく眠れない
	はい
	いいえ


まとめ（各項目ごとの　　　　　の個数）
	心理的ストレス反応（Ａ１）
	個
	男１４個、女１３個以上で要チェック

	身体的ストレス反応（Ａ２）
	個
	男５個、女６個以上で要チェック


評　価

心理的ストレス反応（Ａ1）又は身体的ストレス反応（Ａ2）が、要チェックの場合は、職業性ストレス簡易調査票Ｂや職業性ストレス簡易調査票Ｃなどにより、仕事のストレス要因の調査を行い、高ストレス状態が仕事のストレス要因と関連があるのか等について調査を行ってください（下光輝一. (成果物２) 職業性ストレス簡易調査票を用いたストレスの現状把握のためのマニュアルーより効果的な職場環境等の改善対策のためにー. 厚生労働科学研究費補助金労働安全衛生総合研究事業　職場環境等の改善等によるメンタルヘルス対策に関する研究 pp.93-133参照）。
様式第１号（その２）
職業性ストレス簡易調査票Ｂ
あなたの仕事についてうかがいます。
	仕事の負担度（Ｂ１）

	１
	非常にたくさんの仕事をしなければならない
	はい
	いいえ

	２
	時間内に仕事が処理しきれない
	はい
	いいえ

	３
	一生懸命働かなければならない
	はい
	いいえ

	４
	かなり注意を集中する必要がある
	はい
	いいえ

	５
	高度の知識や技術が必要な難しい仕事だ
	はい
	いいえ

	６
	勤務時間中はいつも仕事のことを考えていなければならない
	はい
	いいえ

	７
	体を大変よく使う仕事だ
	はい
	いいえ

	　　　の個数（Ｂ１）
	　　　　　　　　個

	仕事のコントロール度（Ｂ２）

	８
	自分のペースで仕事ができる
	はい
	いいえ

	９
	自分で仕事の順番・やり方を決めることができる
	はい
	いいえ

	１０　
	職場の仕事の方針に自分の意見を反映できる
	はい
	いいえ

	　　　の個数（Ｂ２）
	　　　　　　　　個

	１１
	自分の技能や知識を仕事で使うことが少ない
	はい
	いいえ

	仕事での対人関係（Ｂ３）

	１２
	私の部署内で意見の食い違いがある
	はい
	いいえ

	１３
	私の部署と他の部署とはうまが合わない
	はい
	いいえ

	１４
	私の職場の雰囲気は友好的である
	はい
	いいえ

	　　　の個数（Ｂ３）
	　　　　　　　　個

	１５
	私の職場の作業環境（騒音、照明、温度、換気など）はよくない
	はい
	いいえ

	仕事の適合性（Ｂ４）

	１６
	仕事の内容は自分にあっている
	はい
	いいえ

	１７
	働きがいのある仕事だ
	はい
	いいえ

	　　　の個数（Ｂ４）
	　　　　　　　　個


まとめ（各項目ごとの　　　　　の個数）
	仕事の負担度　　　　　（Ｂ１）
	個
	男６個、女５個以上で要チェック

	仕事のコントロール度（Ｂ２）
	個
	２個以上で要チェック

	仕事での対人関係　　（Ｂ３）
	個
	２個以上で要チェック

	仕事の適合性　　　　　（Ｂ４）
	個
	２個で要チェック


評価

要チェックが２個以上ある場合・・・要チェックがない場合と比較し、心理的ストレス反応(Ａ1)が要チェックになる確率は男では２.４倍、女性では２.５倍になります。

要チェックが３個以上ある場合・・・要チェックがない場合と比較し、心理的ストレス反応（Ａ1）が要チェックになる確率は男では４.６倍、女では５.６倍になります。

要チェックが４個ある場合・・・・・要チェックがない場合と比較し、心理的ストレス反応（Ａ1）が要チェックとなる確率は男では６.６倍、女性では７.６倍がなります。

同様に、身体的ストレス反応（Ａ2）が要チェックとなる確率もストレス要因に要チェックがついた数が多くなるに応じて高まることが明らかになっています（下光輝一. (成果物２)職業性ストレス簡易調査票を用いたストレスの現状把握のためのマニュアルーより効果的な職場環境等の改善対策のためにー. 厚生労働科学研究費補助金労働安全衛生総合研究事業　職場環境等の改善等によるメンタルヘルス対策に関する研究 pp.93-133参照）。
様式第１号（その３）
職業性ストレス簡易調査票Ｃ

職場の支援

あなたの周りの方々についてうかがいます。
	次の人たちは気軽に話ができますか？ 

	
	１
	上司 
	はい
	いいえ

	
	２
	職場の同僚 
	はい
	いいえ

	
	３
	配偶者、家族、友人等 
	はい
	いいえ

	あなたが困った時、次の人たちは頼りになりますか？

	
	１
	上司
	はい
	いいえ

	
	２
	職場の同僚
	はい
	いいえ

	
	３
	配偶者、家族、友人等
	はい
	いいえ

	あなたの個人的な問題を相談したら、次の人たちはきいてくれますか？

	
	１
	上司
	はい
	いいえ

	
	２
	職場の同僚
	はい
	いいえ

	
	３
	配偶者、家族、友人等
	はい
	いいえ

	　　　の個数（職場の支援　Ｃ）
	　　　　　個
	５個以上で要チェック


評価

仕事のストレス要因である「仕事の負担度」（Ｂ1）、「コントロール度」（Ｂ2）と「職場の支援」（Ｃ）の３つが要チェックになった場合、心理的ストレス反応（Ａ1）が要チェックの確率は男性で１８.５倍、女性では１２.５倍、身体的ストレス反応（Ａ2）が要チェックとなる確率は男性で５.５倍、女性で６.１倍となります（下光輝一. (成果物２) 職業性ストレス簡易調査票を用いたストレスの現状把握のためのマニュアルーより効果的な職場環境等の改善対策のためにー. 厚生労働科学研究費補助金労働安全衛生総合研究事業　職場環境等の改善等によるメンタルヘルス対策に関する研究 pp.93-133参照）。
職業性ストレス簡易調査票Ｄ
満足度について
	１
	仕事に満足だ
	はい
	いいえ

	２
	家庭生活に満足だ
	はい
	いいえ


様式第２号

平成　　年　　月　　日

休職申出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申出者氏名　　　　　　　　　　　㊞

私は、「　　　　　　　　　　　　　　　　　規定」第○条に基づき、休職の申出をします。
なお、別紙のとおり、休業見込み期間の記載された医師の診断書を添付します。
様式第３号
平成　　年　　月　　日

職場復帰申出書
　　　　　　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申出者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
私は、「　　　　　　　　　　　　　　　　　規定」第○条に基づき、職場復帰の申出をします。
なお、別紙のとおり、職場復帰が可能であるとの意見の記載された医師の診断書を添付します。
様式第４号（その１、主治医用）
平成　　　年　　　月　　　日
○○病院（クリニック）
○○先生　御机下

会社名　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印

職場復帰に関する情報提供依頼書

　下記の弊社従業員の職場復帰支援に際し、下記の情報を別紙（任意書式でも可）にてご提供いただきますようお願い申し上げます。

　なお、いただいた情報は、プライバシーには十分配慮し、本人の職場復帰を支援する目的のみに使用します。

　今後とも弊社の健康管理活動へのご理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。

記

１　従業員

氏　　名　　　　　　　　　　　　（男・女）

生年月日　　　平成・昭和・大正　　年　　月　　日

２　情報提供依頼事項

（１）治療状況及び病状の回復状況について

今後の通院治療の要否について

業務遂行（自動車の運転を含む）に影響を及ぼす症状

業務遂行（自動車の運転を含む）に影響を及ぼす薬の副作用の有無

その他職場復帰に関して考慮すべき問題点など

（２）業務遂行能力について

勤務（勤務時間；午前○時～午後○時）が可能な睡眠覚醒リズムの有無
昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む。）
自動車、公共交通機関、徒歩（通勤方法を選択）による安全な通勤の可否
業務類似行為である読書やコンピュータ操作に係る一定時間の集中の可否
ウォーキング等軽度の運動の可否

職場復帰への意欲の有無
その他
（３）就業上の配慮すべき事項

１日の勤務時間について
時間外労働の制限について
交替制勤務の制限について
休日勤務の制限について
出張業務の制限について
深夜業務の制限について
その他

	（本人記入）
　私は本情報提供依頼書に関する説明を受け、情報提供文書の作成並びに会社への提供に同意します。また、本件依頼事項について、会社の○○が主治医（○○先生）と面談することに同意します。
　　　　　　平成　　年　　　月　　　日　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　印


様式第４号（その２、主治医用）
○　○　　○　　○　○

平成　　年　　月　　日
○○○○
代表者　○○　○○　　殿
（産業医　○○　○○先生）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○病院（クリニック）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主治医　　○○　○○　　印
職場復帰に関する情報提供依頼に係る回答について

　平成　　年　　月　　日付け依頼のあった下記の者に係る職場復帰に関する依頼について、別添のとおり回答します。

記

氏　　名　

生年月日　

　

様式第４号（その３、主治医用）
別紙１
１　治療状況及び病状の回復状況について

今後の通院治療の要否　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要（　回／　月）　　　否】
症状の概要；

業務遂行（自動車の運転を含む）に影響を及ぼす症状　　　　　　　　　　　【①有　②無　③不明　】

有の場合はその概要；

業務遂行（自動車の運転を含む）に影響を及ぼす薬の副作用の有無　　　　　【①有　②無　③不明　】

有の場合はその概要；

その他職場復帰に関して考慮すべき問題点など

２　業務遂行能力について（該当するものに丸を付けて下さい。）
勤務（勤務時間；午前○時～午後○時）が可能な睡眠覚醒リズムの有無　【①有　②無　③不明　】
昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む）　　　　　　　　　　　　　【①有　②無　③不明　】
自動車、公共交通機関、徒歩（通勤方法を選択）による安全な通勤の可否【①可　②否　③不明　】
業務類似行為である読書やコンピュータ操作に係る一定時間の集中の可否
　　　　　　　　　　　　【可（①３０分程度　②１時間程度　③２時間程度　④不明）　⑤否　⑥不明】
ウォーキング等軽度の運動の可否　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【①可　②否　③不明　】
職場復帰への意欲の有無


【①非常に強い　②強い　③普通　④弱い　⑤不明】
その他の留意事項
様式第４号（その４、主治医用）
別紙２
３　就業上の配慮すべき事項（該当するものに丸を付けて下さい。）
１日の勤務時間　　　【　　　時間以内　・　制限無　・　不明　】（制限がある場合はその理由）
　

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

時間外勤務　
【　禁止　・　制限(１日　　時間、１月　　時間までの範囲）　･　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

交替制勤務
【　禁止　・　制限（午前後　　時から午前後　　時までは不可）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

休日勤務
【　禁止　・　制限（１月　　日までの範囲）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

出張業務
【　禁止　・　制限（市内・県内は可　宿泊を伴う場合は不可）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

深夜業務
【　禁止　・　制限（午後　　時から午前　　時までは不可）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

その他の留意事項
様式第４号の２（担当者用）
主治医との面談結果報告書
１　面談日時　　　　　平成　　年　　月　　日　　　　時から　　時

２　面談場所

３　主治医の氏名等　　　　　　　　病院　　　　　　　　　　医師

４　面談結果の概要
（１）治療状況及び病状の回復状況について

①　今後の通院治療の要否　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要（　回／　月）　　　否】
症状の概要；

②　業務遂行（自動車の運転を含む）に影響を及ぼす症状　　　　　　　　【①有　②無　③不明　】

有の場合はその概要；

③　業務遂行（自動車の運転を含む）に影響を及ぼす薬の副作用の有無　　【①有　②無　③不明　】

有の場合はその概要；

④　その他職場復帰に関して考慮すべき問題点など

（２）　業務遂行能力について

①　勤務（勤務時間；午前○時～午後○時）が可能な睡眠覚醒リズムの有無　【①有　②無　③不明　】
②　昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む）　　　　　　　　　　　　　【①有　②無　③不明　】
③　自動車、公共交通機関、徒歩（通勤方法を選択）による安全な通勤の可否【①可　②否　③不明　】
④　業務類似行為である読書やコンピュータ操作に係る一定時間の集中の可否
　　　　　　　　　　　　【可（①３０分程度　②１時間程度　③２時間程度　④不明）　⑤否　⑥不明】
⑤　ウォーキング等軽度の運動の可否　　　　　　　　　　　　　　　　 【①可　②否　③不明　】
⑥　職場復帰への意欲の有無

　　　【①非常に強い　②強い　③普通　④弱い　⑤不明】
⑦　その他の留意事項
（３）　就業上の配慮すべき事項

①　１日の勤務時間　　　【　　　時間以内　・　制限無　・　不明　】（制限がある場合はその理由）
　

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

②　時間外勤務　
【　禁止　・　制限(１日　　時間、１月　　時間までの範囲）　･　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

③　交替制勤務
【　禁止　・　制限（午前後　　時から午前後　　時までは不可）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

④　休日勤務
【　禁止　・　制限（１月　　日までの範囲）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

⑤　出張業務
【　禁止　・　制限（市内・県内は可　宿泊を伴う場合は不可）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

⑥　深夜業務
【　禁止　・　制限（午後　　時から午前　　時までは不可）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

⑧　その他の留意事項

平成　　　年　　　月　　　日
○○病院　　○○先生　　殿
氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

生年月日　平成・昭和・大正　　年　　月　　日
住所　　　　　　　　　　　
職場復帰に関する情報提供に関する同意について
　私は、職場復帰に関する情報の提供について説明を受けましたので、○○会社（代表者○○○○）の○○が貴院の○○先生と面談し、私に関する下記内容に係る情報を会社へ提供することに同意します。

記

（１）業務遂行能力について

勤務（勤務時間；午前○時～午後○時）が可能な睡眠覚醒リズムの有無
昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む。）
自動車、公共交通機関、徒歩（通勤方法を選択）による安全な通勤の可否
業務類似行為である読書やコンピュータ操作に係る一定時間の集中の可否
ウォーキング等軽度の運動の可否

職場復帰への意欲の有無
その他職場復帰に関して考慮すべき問題点など
（２）就業上の配慮すべき事項

１日の勤務時間について
時間外労働の制限について
交替制勤務の制限について
休日勤務の制限について
出張業務の制限について
深夜業務の制限について
その他

様式第５号（その１、リワーク支援用）
平成　　　年　　　月　　　日
○○
リワーク支援担当　○○　　殿
会社名　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印

職場復帰に関する情報提供依頼書

　下記の弊社従業員の職場復帰支援に際し、下記の情報を別紙（任意書式でも可）にてご提供いただきますようお願い申し上げます。

　なお、いただいた情報は、プライバシーには十分配慮し、本人の職場復帰を支援する目的のみに使用します。

　今後とも弊社の健康管理活動へのご理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。

記

１　従業員

氏　　名　　　　　　　　　　　　（男・女）

生年月日　　　平成・昭和・大正　　年　　月　　日

２　情報提供依頼事項

（１）業務遂行能力について

勤務（勤務時間；午前○時～午後○時）が可能な睡眠覚醒リズムの有無
昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む。）
自動車、公共交通機関、徒歩（通勤方法を選択）による安全な通勤の可否
業務類似行為である読書やコンピュータ操作に係る一定時間の集中の可否
ウォーキング等軽度の運動の可否

職場復帰への意欲の有無
その他職場復帰に関して考慮すべき問題点など
（２）就業上の配慮すべき事項

１日の勤務時間について
時間外労働の制限について
交替制勤務の制限について
休日勤務の制限について
出張業務の制限について
深夜業務の制限について
その他

	（本人記入）
　私は本情報提供依頼書に関する説明を受け、情報提供文書の作成並びに会社への提供に同意します。また、本件依頼事項について、会社の○○がリワーク支援担当者（○○先生等）と面談することに同意します。
　　　　　　平成　　年　　　月　　　日　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　印


様式第５号（その２、リワーク支援用）
○　○　　○　　○　○

平成　　年　　月　　日
○○○○
代表者　○○　○○　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○病院（クリニック）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リワーク担当　　○○　○○　　印
職場復帰に関する情報提供依頼に係る回答について

　平成　　年　　月　　日付け依頼のあった下記の者に係る職場復帰に関する依頼について、別添のとおり回答します。

記

氏　　名　

生年月日　

　

様式第５号（その３、リワーク支援用）
別紙１
１　業務遂行能力について（該当するものに丸を付けて下さい。）
勤務（勤務時間；午前○時～午後○時）が可能な睡眠覚醒リズムの有無　【①有　②無　③不明　】
昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む）　　　　　　　　　　　　　【①有　②無　③不明　】
自動車、公共交通機関、徒歩（通勤方法を選択）による安全な通勤の可否【①可　②否　③不明　】
業務類似行為である読書やコンピュータ操作に係る一定時間の集中の可否
　　　　　　　　　　　　【可（①３０分程度　②１時間程度　③２時間程度　④不明）　⑤否　⑥不明】
ウォーキング等軽度の運動の可否　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【①可　②否　③不明】
職場復帰への意欲の有無

【①非常に強い　②強い　③普通　④弱い　⑤不明】
職場復帰の可否について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【①可　②否　③不明】
その他職場復帰に関して考慮すべき問題点など
様式第５号（その４、リワーク支援用）
別紙２
２　就業上の配慮すべき事項（該当するものに丸を付けて下さい。）
１日の勤務時間　　　【　　　時間以内　・　制限無　・　不明　】（制限がある場合はその理由）
配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

　
時間外勤務　
【　禁止　・　制限(１日　　時間、１月　　時間までの範囲）　･　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

交替制勤務
【　禁止　・　制限（午前後　　時から午前後　　時までは不可）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

休日勤務
【　禁止　・　制限（１月　　日までの範囲）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

出張業務
【　禁止　・　制限（市内・県内は可　宿泊を伴う場合は不可）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

深夜業務
【　禁止　・　制限（午後　　時から午前　　時までは不可）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

その他の留意事項
様式第５号の２（担当者用）
リワーク支援担当者との面談結果報告書
１　面談日時　　　　　平成　　年　　月　　日　　　　時から　　時

２　面談場所

３　リワーク支援担当者の氏名等

４　面談結果の概要
（１）　業務遂行能力について

①　勤務（勤務時間；午前○時～午後○時）が可能な睡眠覚醒リズムの有無　【①有　②無　③不明　】
②　昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む）　　　　　　　　　　　　　【①有　②無　③不明　】
③　自動車、公共交通機関、徒歩（通勤方法を選択）による安全な通勤の可否【①可　②否　③不明　】
④　業務類似行為である読書やコンピュータ操作に係る一定時間の集中の可否
　　　　　　　　　　　　【可（①３０分程度　②１時間程度　③２時間程度　④不明）　⑤否　⑥不明】
⑤　ウォーキング等軽度の運動の可否　　　　　　　　　　　　　　　　 【①可　②否　③不明　】
⑥　職場復帰への意欲の有無

　　　【①非常に強い　②強い　③普通　④弱い　⑤不明】
⑦　その他の留意事項

（２）　就業上の配慮すべき事項

①　１日の勤務時間　　　【　　　時間以内　・　制限無　・　不明　】（制限がある場合はその理由）
　

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

②　時間外勤務　
【　禁止　・　制限(１日　　時間、１月　　時間までの範囲）　･　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

③　交替制勤務
【　禁止　・　制限（午前後　　時から午前後　　時までは不可）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

④　休日勤務
【　禁止　・　制限（１月　　日までの範囲）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

⑤　出張業務
【　禁止　・　制限（市内・県内は可　宿泊を伴う場合は不可）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

⑥　深夜業務
【　禁止　・　制限（午後　　時から午前　　時までは不可）　・　制限無　・　不明　】

配慮を行う必要がある場合、その期間はどのくらいですか。

【　１月　２月　３月　４月　５月　６月　７月以上　不明　】

⑧　その他の留意事項


平成　　　年　　　月　　　日
リワーク支援実施医療機関等の長　殿
氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

生年月日　平成・昭和・大正　　年　　月　　日
住所　　　　　　　　　　　
職場復帰に関する情報提供に関する同意について
　私は、職場復帰に関する情報の提供について説明を受けましたので、○○会社（代表者○○○○）の○○が貴○○のリワーク支援担当者と面談し、私に関する下記内容に係る情報を会社へ提供することに同意します。

記

（１）業務遂行能力について

勤務（勤務時間；午前○時～午後○時）が可能な睡眠覚醒リズムの有無
昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む。）
自動車、公共交通機関、徒歩（通勤方法を選択）による安全な通勤の可否
業務類似行為である読書やコンピュータ操作に係る一定時間の集中の可否
ウォーキング等軽度の運動の可否

職場復帰への意欲の有無
その他職場復帰に関して考慮すべき問題点など
（２）就業上の配慮すべき事項

１日の勤務時間について
時間外労働の制限について
交替制勤務の制限について
休日勤務の制限について
出張業務の制限について
深夜業務の制限について
その他

様式第６号
試し出勤に係る報告書
記録作成日　　　平成　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　※　確認できた範囲で記載すること。
	　報告書作成者職氏名
	

	対象者の所属
	対　象　者　氏　名
	年齢
	男女の別

	
	
	歳
	男　女

	
	
	
	

	面接者職氏名
	

	１、業務遂行能力について
	概要（職場の長等より確認）

	①
	勤務（勤務時間；午前○時～午後○時）が可能な睡眠覚醒リズムの有無
	①有　②無　③不明



	②
	昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む）
	①有　②無　③不明



	③
	自動車、公共交通機関、徒歩（通勤方法を選択）による安全な通勤の可否
	①可　②否　③不明



	④
	業務に集中できるか時間
	可（①30分程度　②1時間程度　③2時間程度　④不明）　

⑤否　⑥不明



	⑤
	ウォーキング等軽度の運動の可否
	①可　②否　③不明



	⑥
	職場復帰への意欲の有無
	①非常に強い　②強い　③普通　④弱い　⑤不明



	⑦
	業務と労働者の能力及び意欲･関心との適合性　
	①有　②一部有　③無　④不明



	⑧
	職場の同僚や管理者との人間関係
	①良好　②普通　③不良　④不明



	２、職場側による支援準備状況
	概要（職場の長等より確認）

	①
	復帰者を支える職場の雰囲気やメンタルヘルスに関する理解の程度
	①有　②一部有　③無　④不明



	②
	実施可能な就業上の配慮（業務内容や業務量の変更、就業制限等）
	①可　②一部可　③不可　④不明



	③
	実施可能な人事労務管理上の配慮（配置転換･異動、勤務制度の変更等）
	①配置転換　②異動　③勤務制度の変更　④不可

⑤不明


様式第７号（その１）

平成　　年　　月　　日

（会社名・責任者名）　

　　　　　　　　　　　　　　　　殿
職場復帰に関する意見書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（産業医名）　　　　　　　　　　　　　　　印

	事業場
	
	所属
	
	社員番号
	氏　名
	男・女
	年齢　　歳

	
	
	
	
	
	
	
	

	　目　的
	（新規　・　変更　・　解除　）

	面接結果
	別紙のとおり

	復職に関する意見
	復職の可否
	　　　　　　　可　　　　　　条件付き可　　　　　　　不可

	
	意見

	
	

	就業上の措置の内容　（復職可または条件付き可の場合）
	１日の勤務時間　　　　

　【制限(１日　　　時間までの範囲）　　制限無　　不明】

	
	時間外勤務

　【禁止　　制限(１日　時間、１月　　時間までの範囲）　　制限無　　不明】

	
	交替制勤務

　【禁止　制限（午前後　　時から午前後　　時までを含む勤務は不可）　　制限無　不明】

	
	休日勤務

　【　禁止　・　制限（１月　　日までの範囲）　・　制限無　・不明　】

	
	出　張　

　【禁止　　制限（市内・県内は可　宿泊を伴う場合は不可）　　制限無　　不明】

	
	始業・終業時刻の変更

　【始業（午前　　　時から）　　終業（午後　　　時まで）　　変更無　　不明　】　　　

	
	深夜業務

　【禁止　　制限（午後　　時から午前　　時までは不可）　　制限無　　不明】

	
	配置転換（異動）

　【必要　　必要無　　不明】

	
	その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	面接実施日
	　　平成　　年　　月　　日

	上記の措置期間
	　　職場復帰の日より　　月間（なお、短時間業務に係る配慮は、　　月間とする。）


様式第７号（その２、必要に応じ使用すること）
職場復帰支援に関する面談記録票

記録作成日　　　平成　　年　　月　　日　　　　　　　　　　※判断困難な場合等はその旨記載すること。
	面接日時
	平成　　年　　月　　日

	　所　　属
	
	　氏　　　名
	年齢
	男女の別

	
	
	
	歳
	男　女

	
	
	
	
	

	１、治療状況及び病状の回復状況の確認
	聴取等の概要

	①
	今後の通院治療の必要性及び治療状況についての概要
	要（　　回/月）　　否

	②
	業務遂行（自動車等の運転を含む）に影響を及ぼす症状や薬の副作用の有無
	①有　②無　③不明



	③
	休業中の生活状況
	

	④
	その他
	

	２、業務遂行能力について
	聴取等の概要

	①
	勤務可能な睡眠覚醒リズムの有無
	①有　②無　③不明



	②
	昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む。）
	①有　②無　③不明



	③
	安全な通勤の可否
	①可　②否　③不明



	④
	業務類似行為である読書やコンピュータ操作に係る一定時間の集中の可否
	可（①30分程度　②1時間程度　③2時間程度　④不明）　

⑤否　⑥不明



	⑤
	ウォーキング等軽度の運動の可否
	①可　②否　③不明



	⑥
	職場復帰への意欲の有無
	①非常に強い　②強い　③普通　④弱い　⑤不明



	⑦
	その他
	

	３、今後の就業に関する労働者の考え
	聴取等の概要

	①
	希望する復帰先
	

	②
	希望する就業上の配慮の内容や期間
	

	③
	その他
	


様式第８号（衛生担当者用）
職場復帰支援に関する面談記録票
記録作成日　　　平成　　年　　月　　日
	面接日時
	平成　　年　　月　　日

	面接者氏名
	

	　対象者の所属
	対　象　者　氏　名
	年齢
	男女の別

	
	
	歳
	男　女

	
	
	
	

	１、治療状況及び病状の回復状況の確認
	聴取等の概要

	①
	今後の通院治療の必要性及び治療状況についての概要
	要（　　回/月）　　否

	②
	業務遂行（自動車の運転を含む。）に影響を及ぼす症状や薬の副作用の有無
	①有　②無　③不明



	③
	休業中の生活状況
	

	④
	その他
	

	２、業務遂行能力について
	聴取等の概要

	①
	勤務が可能な睡眠覚醒リズムの有無
	①有　②無　③不明



	②
	昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む。）
	①有　②無　③不明



	③
	安全な通勤の可否
	①可　②否　③不明

	④
	業務類似行為である読書やコンピュータ操作に係る一定時間の集中の可否
	可（①30分程度　②1時間程度　③2時間程度　④不明）　

⑤否　⑥不明



	⑤
	その他
	

	３、今後の就業に関する労働者の考え
	聴取等の概要

	①
	職場復帰への意欲の有無
	①非常に強い　②強い　③普通　④弱い　⑤不明



	②
	希望する復帰先
	

	③
	希望する就業上の配慮の内容や期間
	

	④
	その他管理監督者、人事労務管理スタッフ、事業場内産業保健スタッフに対する意見や希望（職場の問題点の改善や勤務体制の変更、健康管理上の支援方法など）
	


様式第９号（労務担当者用）
職場復帰支援に関する面談記録票
記録作成日　　　平成　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　※　確認できた範囲で記載すること。
	面接日時
	平成　　年　　月　　日

	　対象者の所属
	対　象　者　氏　名
	年齢
	男女の別

	
	
	歳
	男　女

	
	
	
	

	面接者氏名
	

	面接の対象者（本人や職場の長等）
	

	１、業務及び職場との適合性
	概要（本人及び職場の長等より確認）

	①
	業務と労働者の能力及び意欲･関心との適合性
	①有　②一部有　③無　④不明



	②
	職場の同僚や管理監督者との人間関係など
	①良好　②普通　③不良　④不明



	２、作業管理や作業環境管理
	概要（職場の長等より確認）

	①
	業務量（作業時間、作業密度など）や質（要求度、困難度など）等の作業管理の状況
	①解決困難な問題有　②解決可能な問題有

③問題無　④不明



	②
	作業環境の維持・管理の状況
	

	③
	業務量の時期的な変動や、不測の事態に対する対応の状況
	①対応可　②一定の対応可　③不可　④不明



	④
	職場復帰時に求められる業務遂行能力の程度（自動車の運転等危険を伴う業務の場合は投薬等による影響にも留意する。）
	①有　②一部有　③無　④不明

	３、職場側による支援準備状況
	概要（職場の長等より確認）

	①
	復帰者を支える職場の雰囲気やメンタルヘルスに関する理解の程度
	①有　②一部有　③無　④不明



	②
	実施可能な就業上の配慮（業務内容や業務量の変更、就業制限等）
	①可　②一部可　③不可



	③
	実施可能な人事労務管理上の配慮（配置転換･異動、勤務制度の変更等）
	①配置転換　②異動　③勤務制度の変更　④不可



	④
	就業上の措置の内容　
	１日の勤務時間　　　　

　【制限(１日　　　時間までの範囲）　　制限無　　不明】



	
	
	時間外勤務

　【禁止　　制限(１日　時間、１月　　時間までの範囲）　　制限無　　不明】



	
	
	交替制勤務

　【禁止　制限（午前後　　時から午前後　　時までを含む勤務は不可）　　制限無　不明】



	
	
	休日勤務

　【　禁止　・　制限（１月　　日までの範囲）　・　制限無　・不明　】



	
	
	出　張　

　【禁止　　制限（市内・県内は可　宿泊を伴う場合は不可）　　制限無　　不明】



	
	
	始業・終業時刻の変更

　【始業（午前　　　時から）　　終業（午後　　　時まで）　　変更無　　不明　】　　

　

	
	
	深夜業務

　【禁止　　制限（午後　　時から午前　　時までは不可）　　制限無　　不明】



	
	
	配置転換（異動）

　【必要　　必要無　　不明】



	
	
	その他　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


労働者の状態等に関する評価票                                                                                       様式第１０号
※　調査や判断が困難な場合等はその旨記載するこ-と。
	１
	労働者の状態等
	
	
	
	
	
	

	
	（１）治療状況及び病状の回復状況の確認
	主治医の評価
	リワーク支援
	産業医の評価
	担当者の評価

試し出勤を含む。
	総合評価

	
	
	①
	今後の通院治療の要否及び治療状況についての概要
	要(　　回/月）・否
	
	要(　　回/月）・否
	
	要(　　回/月）・否

	
	
	②
	業務遂行（自動車の運転を含む）に影響を及ぼす症状や薬の副作用の有無

【　①有　　②無　　③不明　】
	①　　②　　③
	
	①　　②　　③
	
	①　　②　　③

	
	
	③
	その他職場復帰に関して考慮すべき問題点など
	
	
	
	
	

	
	（２）業務遂行能力について
	主治医の評価
	リワーク支援
	産業医の評価
	担当者の評価

試し出勤を含む。
	総合評価

	
	
	①
	勤務が可能な睡眠覚醒リズムの有無　　【　①有　　②無　　③不明　】
	①　　②　　③
	①　　②　　③
	①　　②　　③
	①　　②　　③
	①　　②　　③

	
	
	②
	昼間の眠気の有無（投薬によるものを含む。）【　①有　　②無　　③不明　】
	①　　②　　③
	①　　②　　③
	①　　②　　③
	①　　②　　③
	①　　②　　③

	
	
	③
	安全な通勤の可否　　　　　　　　　　【　①可　　②否　　③不明　】
	①　　②　　③
	①　　②　　③
	①　　②　　③
	①　　②　　③
	①　　②　　③

	
	
	④
	業務類似行為である読書やコンピュータ操作に係る一定時間の集中の可否

可（①30分程度　②1時間程度　③2時間程度　④不明）　⑤否　⑥不明
	①　　②　　③

④　　⑤　　⑥
	①　　②　　③

④　　⑤　　⑥
	①　　②　　③

④　　⑤　　⑥
	①　　②　　③

④　　⑤　　⑥
	①　　②　　③

④　　⑤　　⑥

	
	
	⑤
	ウォーキング等軽度の運動の可否　　【　①可　　②否　　③不明　】
	①　　②　　③
	①　　②　　③
	①　　②　　③
	①　　②　　③
	①　　②　　③

	
	
	⑥
	職場復帰への意欲の有無

【　①非常に強い　②強い　③普通　④弱い　⑤不明　】
	①　　②　　③

④　　⑤
	①　　②　　③

④　　⑤
	①　　②　　③

④　　⑤
	①　　②　　③

④　　⑤
	①　　②　　③

④　　⑤

	
	
	⑤
	その他家事・育児、趣味活動等の実施状況など
	
	
	
	
	

	
	（３）今後の就業に関する労働者の考え
	主治医の評価
	リワーク支援
	産業医の評価
	担当者の評価

試し出勤を含む。
	総合評価

	
	
	①
	希望する復帰先
	
	
	
	
	

	
	
	②
	希望する就業上の配慮の内容や期間
	
	
	
	
	

	
	
	③
	その他管理監督者、人事労務管理スタッフ、事業場内産業保健スタッフに対する意見や希望（職場の問題点の改善や勤務体制の変更、健康管理上の支援方法など）
	
	
	
	
	

	
	（４）家族からの情報
	主治医の評価
	リワーク支援
	産業医の評価
	担当者の評価

試し出勤を含む。
	総合評価

	
	①
	可能であれば、必要に応じて家庭での状態（病状の改善の程度、食事・睡眠・飲酒等の生活習慣など）についての情報
	
	
	
	
	

	２ 職場環境等
	
	
	
	

	
	（１）業務及び職場との適合性
	主治医の評価
	リワーク支援
	産業医の評価
	担当者の評価

試し出勤を含む。
	総合評価

	
	
	①
	業務と労働者の能力及び意欲･関心との適合性

【　①有　②一部有　③無　④不明　】　
	
	
	
	①　　②　　③

④
	①　　②　　③

④

	
	
	②
	職場の同僚や管理監督者との人間関係など

【　①良好　②普通　③不良　④不明　】
	
	
	
	①　　②　　③

④
	①　　②　　③

④

	
	（２）作業管理や作業環境管理
	主治医の評価
	リワーク支援
	産業医の評価
	担当者の評価

試し出勤を含む。
	総合評価

	
	
	①
	業務量（作業時間、作業密度など）や質（要求度、困難度など）等の作業管理の状況【 ①解決困難な問題有 ②解決可能な問題有 ③問題無 ④不明 】
	
	
	
	①　　②　　③

④
	①　　②　　③

④

	
	
	②
	作業環境の維持・管理の状況
	
	
	
	
	

	
	
	③
	業務量の時期的な変動や、不測の事態に対する対応の状況

【　①対応可　②一定の対応可　③不可　④不明】
	
	
	
	①　　②　　③

④
	①　　②　　③

④

	
	
	④
	職場復帰時に求められる業務遂行能力の程度（自動車の運転等危険を伴う業務の場合は投薬等による影響にも留意する。）

【　①有　②一部有　③無　④不明）
	
	
	
	①　　②　　③

④
	①　　②　　③

④

	
	（３）職場側による支援準備状況
	主治医の評価
	リワーク支援
	産業医の評価
	担当者の評価

試し出勤を含む。
	総合評価

	
	
	①
	復帰者を支える職場の雰囲気やメンタルヘルスに関する理解の程度

【　①有　②一部有　③無　④不明　】
	
	
	
	①　　②　　③

④
	①　　②　　③

④

	
	
	②
	実施可能な就業上の配慮（業務内容や業務量の変更、就業制限等）

【　①可　②一部可　③不可　④不明　】
	
	
	
	①　　②　　③

④
	①　　②　　③

④

	
	
	③
	実施可能な人事労務管理上の配慮（配置転換･異動、勤務制度の変更等）

【　①配置転換　②異動　③勤務制度の変更　④不可　⑤不明　】
	
	
	
	①　　②　　③

④　　⑤
	①　　②　　③

④　　⑤

	３　職場復帰
	主治医の評価
	リワーク支援
	産業医の評価
	担当者の評価

試し出勤を含む。
	総合評価

	
	①
	職場復帰の可否の判断
	可　　否
	可　　否
	可　　否
	
	可　　否

	４　就業上配慮すべき事項
	主治医の評価
	リワーク支援
	産業医の評価
	担当者の評価

試し出勤を含む。
	総合評価

	
	①
	１日の勤務時間　
	制限；　　時間/日

制限無　　不明
	制限；　　時間/日

制限無　　不明
	制限；　　時間/日

制限無　　不明
	制限；　　時間/日

制限無　　不明
	制限；　　時間/日

制限無　　不明

	
	②
	時間外勤務
	制限；　　時間/日

　　　　　時間/月

禁止 制限無 不明
	制限；　　時間/日

　　　　　時間/月

禁止 制限無 不明
	制限；　　時間/日

　　　　　時間/月

禁止 制限無 不明
	制限；　　時間/日

　　　　　時間/月

禁止 制限無 不明
	制限；　　時間/日

　　　　　時間/月

禁止 制限無 不明

	
	③
	交替制勤務　
	制限；　　時～　　時
禁止 制限無 不明
	制限；　　時～　　時
禁止 制限無 不明
	制限；　　時～　　時
禁止 制限無 不明
	制限；　　時～　　時
禁止 制限無 不明
	制限；　　時～　　時
禁止 制限無 不明

	
	④
	休日勤務
	制限(　日/月まで)
禁止 制限無 不明
	制限(　日/月まで)
禁止 制限無 不明
	制限(　日/月まで)
禁止 制限無 不明
	制限(　日/月まで)
禁止 制限無 不明
	制限(　日/月まで)
禁止 制限無 不明

	
	⑤
	出　張
	宿泊不可　禁止

制限無　不明
	宿泊不可　禁止

制限無　不明
	宿泊不可　禁止

制限無　不明
	宿泊不可　禁止

制限無　不明
	宿泊不可　禁止

制限無　不明

	
	⑥
	始業・終業時刻の変更
	始業時刻　　　時

終業時刻　　　時

変更無　　不明
	始業時刻　　　時

終業時刻　　　時

変更無　　不明
	始業時刻　　　時

終業時刻　　　時

変更無　　不明
	始業時刻　　　時

終業時刻　　　時

変更無　　不明
	始業時刻　　　時

終業時刻　　　時

変更無　　不明

	
	⑦
	深夜業務　　　　　　　　　　　　【禁止　　制限（午後　　時から午前　　時までは不可）　　制限無　　不明】
	制限；　　時～　　時

禁止 制限無 不明
	制限；　　時～　　時

禁止 制限無 不明
	制限；　　時～　　時

禁止 制限無 不明
	制限；　　時～　　時

禁止 制限無 不明
	制限；　　時～　　時

禁止 制限無 不明

	
	⑧
	実施可能な人事労務管理上の配慮（配置転換･異動、勤務制度の変更等）
	
	
	配置転換 異動 不可

勤務制度の変更
	配置転換 異動 不可

勤務制度の変更
	配置転換 異動 不可

勤務制度の変更

	
	⑨
	業務上の配慮を行うべき期間(短時間勤務に係る配慮期間）　　　　　　　　　　　
	　　　月（　　月）
	　　　月（　　月）
	　　　月（　　月）
	
	　　　月（　　月）

	
	
	その他　
	
	
	
	
	


様式第１１号

復職判定評価票

（復職委員会開催日　　　年　　月　　日　出席者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	所　　属
	
	　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
	 生年月日（年齢）
	　　年　　月　　日（　　　歳）

	
	
	　　　　　　　（男・女）
	 入社年月日（勤続）
	　　年　　月　　日（　年　月）

	
	
	
	 休職開始日（期間）
	　　年　　月　　日（　年　月）

	主治医による意見　　　　　　　　(  年　月　日）
	医療機関名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　主治医（　　　　　　　　　　　　）　

	
	治療状況等

	
	職場復帰の可否　【　可　　否　不明　】

	
	業務上の配慮について



	リワーク支援に係る意見

(  年　月　日）
	医療機関等名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　担当者（　　　　　　　　　　　　）　

	
	職場復帰の可否　【　可　　否　不明　】

	
	業務上の配慮について



	産業医による意見　　　　　　　　(  年　月　日）
	医療機関名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　産業医（　　　　　　　　　　　　）

	
	職場復帰の可否　【　可　　否　不明　】

	
	業務上の配慮について



	現状の評価・問題点

（面談結果等）
	（１）治療状況及び回復状況

	
	

	
	（２）業務遂行能力（睡眠覚醒リズム、眠気、安全な通勤、集中力、復職への意欲など）

	
	

	
	（３）業務及び職場との適合性（業務と労働者の能力及び意欲･関心との適合性、人間関係など）

	
	

	
	（４）職場における支援準備状況

	
	

	
	（５）その他考慮すべき事項　（他の疾患、家族の状況、通勤方法、通院治療、副作用　）

	
	

	※復職に関し　　　ての本人の要望
	　（復帰職場、就労条件、業務内容　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	

	職場復帰の可否　　可　・　不可　　（理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	職場復帰予定日　　　平成　　年　　月　　日　　　　　


様式第１２号

職場復帰支援プラン
（作成日　平成　　年　　月　　日）

	所　　属
	氏　　　名
	生年月日（年齢）
	休職開始日

	
	
	　年　月　日（　　歳）
	平成　　年　　月　　日

	職場復帰予定日
	平成　　　年　　　月　　　日

	復帰先職場名
	原職場
	原職場以外
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	労働時間等
	始業 ・ 終業
	時
	分
	～
	時
	分
	
	
	

	
	１週間の出勤日
	

	
	時間外労働
	不可
	１日（　　）時間まで可
	１月（　　）時間まで可

	
	上記以外で配慮

すべき点
	（出張、深夜業務、交替制勤務、　接客（対人）業務　　　　　　　　　）

	
	
	

	
	配慮期間
	職場復帰の日から　　月間（短時間勤務に係る配慮　　　　月間）

	業務内容等
	復帰後の業務内容
	

	
	業務の軽減措置内容
	

	
	就業上の留意点
	

	
	配慮期間
	職場復帰の日から　　月間（なお、○○業務については　　月間とする。）



	復帰プランに対する主治医の意見
	

	本人意思確認予定日
	　　年　　月　　日　（　　曜日）
	担当者（　　　　　　　　）

	（復職プラン説明日）
	
	

	職場復帰最終決定予定日
	　　年　　月　　日　（　　曜日）

	（復職後のフォローアップ）

	（１）
	通院治療（予定）
	頻度
	
	服　薬
	（　有　・　無　）

	（２）
	面談　（予定）
	頻度
	
	面談者
	

	（３）
	勤務状況・業務遂行能力等の再評価を行う時期
	　　　　月に１回

	復職プランの見直し予定日
	　　　年　　　月　　　日

	※労働時間や勤務内容等に関する配慮については、主治医等の意見を参考とするが、業務等を軽減する観点から決定すること。


様式第１３号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

職場復帰及び就業措置に関する情報提供書
　　　　　　　クリニック

　　　　　　　先生　御机下

会社名

代表者

職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

日頃より弊社の健康管理活動へのご理解とご協力をいただき感謝申し上げます。弊社の下記従業員の今回の職場復帰については、下記の内容の就業上の措置を図りながら実施をしていきたいと考えております。今後ともご指導の程どうぞよろしくお願い申し上げます。

記

	氏名
	
	生　年　月　日　　（年齢）　
	性　別

	
	
	　　年　　　月　　　日　　（　　　　歳）
	男・女

	復職（予定）日
	　　平成　　年　　月　　日

	就業上の配慮の内容　
	始業・終業の時刻　【始業（午前　　　時から）　・　終業（午後　　　時まで）　】

	
	時間外勤務　【　禁止　・　制限(１日　時間、１月　　時間までの範囲）　･　制限無　】

	
	交替制勤務　【　禁止　・　制限（午前後　　時から午前後　　時までを含む勤務は不可）　・　制限無　】

	
	休日勤務　【　禁止　・　制限（１月　　日までの範囲）　・　制限無　】

	
	出　張　　　【　禁止　・　制限（市内・県内は可　宿泊を伴う場合は不可）　・　制限無　】

	
	深夜業務　【　禁止　・　制限（午後　　時から午前　　時までは不可）　・　制限無　】

	
	配置転換（異動）【　有　・　無　】

	
	その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	

	連絡事項
	

	上記の措置　　期間
	　　平成　　年　　月　　日　　　～　　平成　　年　　月　　日

	　※　（注意）　この情報提供書は労働者本人を通じて直接主治医に提出して下さい。


